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１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市町村名：佐々町 

・半島振興法に基づく半島振興対策実施地域 

面    積：32.26km2 

人    口：13,951 人（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

 

（２）計画期間 

本計画は、令和 2 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

 

（３）基本的な方向 

佐々町（以下、「本町」という。）では、当時の江迎町、鹿町町を含めた佐世保広域圏北部

塵芥処理一部事務組合での処理を行っていたが、その後の市町村合併の進展と組合組織の

解散に伴い、平成 22 年度からは、ごみ処理施設を佐々町単独で運営するなど、ごみ処理体

制が変化してきた。また、本町の近年のごみの排出状況をみると、生活系ごみは減少傾向に

あるが、事業系ごみは増加傾向にある。 

このような廃棄物情勢の変化を踏まえ、本町では事業系ごみを中心としたごみの減量化を

図り、地域の実情に適した循環型社会の実現を目指すとともに、資源として有効利用できない

ものについては、環境負荷の低減に配慮しつつ適正かつ効率的に処理することを目指す。 

    また、公共下水道や農業集落排水施設が整備されている事業計画区域内で、未接続となっ

ている家庭・事業所に対しては、下水道等への接続を働きかけ、水洗化の促進に努め、事業

計画区域外においても引き続き合併処理浄化槽設置整備事業補助金を交付するものとし、

水洗化の促進に努める。 
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（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

本町は、長崎県ごみ処理広域化計画(計画期間：平成 11 年度～平成 30 年度)の中では佐

世保・県北ブロックの一部として位置付けされている。佐世保・県北ブロックは、佐世保市、平

戸市、松浦市、佐々町、東彼杵郡 3 町（東彼杵町、川棚町、波佐見町）の 3 市 4 町で構成さ

れているが、平成 22 年度以降は、本町のごみ処理は佐々町単独で行っている。 

   そうした中、近隣各市町へ広域処理や処理委託についての検討・協議を進めてきましたが、

それぞれの市町のごみ発生量に基づいた施設整備を進めていることから、短・中期的な施設

統合などによる広域化は困難の見通しとなった。 

    ただし、長期的には、近隣各市町と連携し広域的に処理を行っていくことを目指すが、広域

処理が実現されるまでの間、町単独で既存施設の基幹的改修を行う。 

    また、平成 31年 3月 29日付環循適発第 1903293号環境省環境再生・資源循環局廃棄

物適正処理推進課長通知「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びご

み処理施設の集約化について（通知）により、今後、県が策定次第、当該計画に基づいて

検討する。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

   住民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑

制するよう、また認定プラスチック使用製品を使用するよう広報紙やホームページ等で啓発・

情報提供を行う。 

    プラスチック資源は当面の間可燃ごみとして焼却処分を継続するが、今後、佐々クリーンセ

ンターの改修工事や財源状況等を踏まえながら分別収集・再商品化の実施方法や実施時期

について検討を行う。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

平成 30 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図 1 のとおりである。 

なお、焼却に伴う余熱は場内給湯に利用している。 

 

 

 

図１ 一般廃棄物処理状況フロー（平成 30年度） 
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（２）生活排水処理の現状 

平成 30 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥などの排出量は図２のとおりである。 

 

 

 

図２ 生活排水の処理状況フロー（平成 30年度） 
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画期間中には、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 1 及び図 3 の

とおり目標について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

≪指標の定義≫ 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）［単位：トン］ 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和［単位：トン］ 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において使用された年間の発電電力［単位：MWh］及び熱利用量［単位：GJ］ 

最終処分量：埋立処分された量［単位：トン］ 

 

 
 

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度） 
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（４）生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備などを進

めていくものとする。 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

  

 公共下水道 10,874 人 (77.9%) 11,922 人 (84.9%)

 農業集落排水施設 171 人 (1.2%) 0 人 (0.0%)

 合併処理浄化槽 821 人 (5.9%) 771 人 (5.5%)

 未処理人口※ 2,085 人 (14.9%) 1,357 人 (9.7%)

 合　　計 13,951 人 (100.0%) 14,050 人 (100.0%)

し尿・ 汲み取りし尿量 1,295 kL (35.5%) 1,328 kL (54.9%)

汚泥の量 浄化槽汚泥量 2,355 kL (64.5%) 1,092 kL (45.1%)

合　　計 3,650 kL (100.0%) 2,420 kL (100.0%)

※　「未処理人口」の人口は、単独処理浄化槽の人口、し尿処理人口及び自家処理人口の合計値である。

処
理
形
態
別
人
口

現状
（平成30年度）

目標
（令和7年度）

項目
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３．施策の内容 

（１）発生抑制、再利用の推進 

ア 有料化（施策番号１） 

現在、本町では有料指定ごみ袋によるごみ処理有料制度を実施しているところ

だが、今後も本制度を継続していくとともに、ごみ排出量や周辺市町の動向を見な

がら必要に応じて有料制度（料金体系）の見直しを検討する。 

 

イ 環境教育、普及啓発、助成（施策番号２） 

ごみの排出抑制の意義や方法を町民のみなさんに理解していただくためには、環境

教育や普及啓発を充実させることが重要と考えられることから、次のような取り組みを行っ

ていく。 

・町のホームページや広報誌を通じて、ごみ問題や再資源化に関する情報を発信す

る。 

・ごみ処理施設を環境教育や中核施設と位置付け、施設見学会などの要請があった

場合には積極的に協力する。 

・町内会等の求めに応じて各種講習会や説明会を開催するとともに、小中学校への環

境教育や教材の提供などに努める。 

 

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策（施策番号３） 

本町の商工会議所等と協力し、レジ袋配布の有料化、マイバック運動（買物袋の

持参運動）等を推進する。 

 

エ ごみ分別の推進（施策番号４） 

今後、資源ごみの分別収集に関して、調査・研究を行い、分別品目の拡大を検討する。 

 

オ 生活排水対策（施策番号５） 

     公共下水道等の整備及びし尿汲み取りや単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ

の転換を進めることで、生活排水の排出を削減することを引き続き進めていきま

す。 

公共下水道が供用開始された地区では、未接続世帯に対し接続するよう啓発を

行う。 

     公共下水道等の計画区域外または、整備されるまでに相当の期間を要する区域

については、合併処理浄化槽の設置や転換を推進する。 
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（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後（施策番号２１） 

分別区分及び処理方法については表 3 のとおりである。 

当面は、現在の区分を継続していくものとするが、現状ではリサイクルされてい

ない布類については、分別収集し、再生利用を進める。 

また、今後の再資源化量の動向を見ながら必要に応じて区分の見直しを検討す

る。 

     さらに、本町の生活系・事業系ごみを中間処理している佐々クリーンセンターは、稼働

後、23 年が経過し施設の老朽化が進んでいることから、今後、施設の基幹的改良工事を

行い適切な処理を推進していく。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

     事業ごみは、事業者の責任において処理・処分されることが原則で、事業者の直

接搬入または民間事業者により収集され、佐々クリーンセンターで中間処理され

ている。今後も事業系ごみの収集運搬は、民間事業者への許可方式を原則とした現

行体制を維持する。 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

     本町の一般廃棄物処理施設では原則として産業廃棄物の処理は行っておらず、

今後もその方針を継続していく。 

エ 生活排水処理の現状と今後（施策番号２２） 

     生活排水を処理するために公共下水道の事業計画区域内においては、普及を推進

する。また、公共下水道の事業計画区域外において、生活排水の適正な処理を推進す

るため、し尿汲み取りや単独処理浄化槽を合併処理浄化槽への転換を図っていく。 

        また、本町においては、生活排水のうち、し尿浄化槽汚泥については、平成 27 年度

から民間事業者に委託処理を行っているが、今後、効率的かつ安定的な処理体制を確

保するため、下水道処理施設を活用した下水道投入施設（前処理施設）を検討し、施設

整備に向けて取り組む。 
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タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

ス
プ
レ
ー
缶

選
別
・
保
管

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

ス
プ
レ
ー
缶

選
別
・
保
管

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

ア
ル
ミ
缶
・
ス
チ
ー

ル
缶

破
砕
・
選
別

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

前
処
理
施
設

売
却

ア
ル
ミ
缶
・
ス
チ
ー

ル
缶

破
砕
・
選
別

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

前
処
理
施
設

売
却

飲
料
・
食
料
用
ガ
ラ

ス
び
ん
、
化
粧
品
び

ん
用
ガ
ラ
ス

選
別
・
保
管

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

飲
料
・
食
料
用
ガ
ラ

ス
び
ん
、
化
粧
品
び

ん
用
ガ
ラ
ス

選
別
・
保
管

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

白
色
ト
レ
イ
・
そ
の

他
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

白
色
ト
レ
イ
・
そ
の

他
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

委
託

ダ
ン
ボ
ー
ル

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

ダ
ン
ボ
ー
ル

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

新
聞
・
チ
ラ
シ

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

新
聞
・
チ
ラ
シ

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

そ
の
他
の
紙
・
紙

パ
ッ
ク

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

そ
の
他
の
紙
・
紙

パ
ッ
ク

選
別
・
圧

縮
・
梱
包

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
施
設

売
却

粗
大
ご
み

破
砕
・
選
別

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

前
処
理
施
設

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

焼
却
処
理
施
設

現
状
（
平
成
3
0
年
度
）

今
後
（
令
和
7
年
度
）

処
理
施
設
等

分
別
区
分

処
理
方
法

処
理
見
込

み
（
ﾄ
ﾝ
）

分
別
区
分

処
理
方
法

処
理
施
設
等

処
理
実
績

（
ﾄ
ﾝ
）

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

焼
却
処
理
施
設

2
2
8

2
3
4

2
4
2

2
3
3

粗
大
ご
み

破
砕
・
選
別

佐
々
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

前
処
理
施
設

3
3

3
3

表
３

 
佐
々
町
の
分
別
区
分
と
処
理
方
式
の
現
状
と
今
後
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（３）処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

上記（２）の処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業 

期間 

国土 

強靭化 

１ 

ごみ焼却施設 

佐々クリーンセ

ンター 

ごみ焼却施設

の基幹的設備

改良事業 

36ｔ/日 
佐々町小浦免

1163－20 
R4～R6 

 

― 

（整備理由） 

事業番号１：既存施設の老朽化 

 

イ 合併浄化槽の整備 

  合併処理浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

 

表５ 合併処理浄化槽の整備計画 

事業 

番号 
事 業 

直近の整備済 

基数(基) 

（平成 30 年度） 

整備計画 

基  数 

（基） 

整備計画 

人   口 

（人） 

事業 

期間 
国土強靭化 

２ 
浄化槽設置

整備事業 
8 50 125 R2～R6 

佐々町国土強

靭化地域計画 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表 6 のとおり計画支援事業を行う。 

 

表６ 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

３１ 
ごみ焼却施設の基幹的設備改良事業（事業番

号 1）に係る長寿命化総合計画策定支援事業 
長寿命化計画策定 R2 

３２ 
ごみ焼却施設の基幹的設備改良事業（事業番

号 1）に係る発注仕様書作成支援事業 
発注仕様書作成 R3 
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（５）その他の施策 

    その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 再生利用品の需要拡大事業（施策番号４１） 

       行政における再生品の利用を率先して行うとともに、住民、事業者に対してグリーン購

入、再生利用について普及啓発活動を通じて再生品の使用拡大を図る。 

 

イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発（施策番号４２） 

     廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型家電

のリサイクル法に基づく適切な回収、再商品化がなされるよう、関連団体や小売店などと

協力して、普及啓発行う。 

 

ウ 不法投棄対策（施策番号４３） 

町のホームページや広報誌を通じた啓発活動の実施、監視体制の強化により、町民・

事業者への周知徹底や意識の向上を図り、ごみの野外焼却（野焼き）等による不適正処

理やごみの不法投棄の防止に努める。 

また、保健所や警察等関係機関と連携して、監視体制を一層充実させるともに、年に1

回パトロールを引き続き実施していく。 

 

エ 災害廃棄物対策（施策番号４４） 

地震や水害などの大規模発生時には、一時的に大量の災害廃棄物が発生することが

想定される。その際には、佐々町災害廃棄物処理計画（令和 2 年 3 月）に沿って、次の

ような対応を進めていく。 

・生活衛生の確保、地域復興の観点から災害廃棄物の処理は迅速かつ適正な処理を

行う。 

・災害による道路の寸断、一時的に多量に発生する災害廃棄物に対応するため、仮

置場の適正配置や有効な処理方法を確保する。 

・災害時においても、十分に環境に配慮して可能な限り災害廃棄物の処理を行う。 
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４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

本町は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応

じて長崎県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画処理量等の見

直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも

のとする。  
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添付資料１ 対象地域図 

 

（１）佐々町の位置 
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（２）現有処理施設の位置図 

 

 

  

佐々クリーンセンター
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（３）佐々町下水道整備計画図 
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添付資料２ 分別区分説明資料 

 

 

  

収集主体 収集頻度 ごみの出し方 収集方式 内容

委託 週3回 指定ごみ袋
ステーション

方式

生ごみ、衣類、リサイクルごみ以外のプラスチック（こどものおもちゃ含む）・
プラスチック類・食用油、皮革製品、紙おむつ、ビニール、ゴム製品、草木類な
ど

金属類
金属なべ、やかん、リサイクルごみ以外の金属（こどものおもちゃ含む）びんの
ふた、包丁、めがね（金属縁）、傘、家電品（家電リサイクル対象品目以外）な
ど

ガラス類
陶磁器類、リサイクルごみ以外のガラス製容器、板ガラス・鏡、土なべ、植木鉢
（素焼き）、すずりなど

危険物類
蛍光灯、水銀体温計、乾電池（ボタン電池・ニッケル・マンガン・アルカリ
等）、電球類（ＬＥＤ含む）、スプレー缶、卓上ガスボンベ、使い捨てライター
など

委託 月2回
指定

ステッカー
ステーション

方式
家具、布団、マットレス、自転車、石油ストーブ、ガスレンジ、大型電化製品、
畳、太陽熱温水器、個人で解体した建造物（材木）など

アルミ缶・スチール缶
飲食物が入っていた空き缶（酒類、ジュース類、調味料、缶詰、お菓子、海苔、
食用油（一斗缶含む）、ペットのえさ（缶詰））など

飲料・食料・化粧品用のガラスびん
主に飲食物が入っていた空きびん（酒類、ジュース類、調味料、海苔、食用油、
ジャム、栄養ドリンク、医薬品のびん、化粧品のびん、整髪料のびん）など

ペットボトル
飲食物が入っていたペットボトル（酒類、ジュース類、しょう油、みりん、酢）
など

白色トレイ・その他のプラスチック 指定ごみ袋
ボトル類（シャンプー・洗剤）、ポリ袋・ラップ類（レジ袋・スナック菓子）、
トレー類、チューブ類（マヨネーズ・歯磨き粉）、発泡スチロール、キャップ
類、カップ・パック類（カップ麺・プリン・卵・弁当空）など

ダンボール 断面が波状になったもの

新聞・チラシ 新聞配達等で投函されたもの

その他の紙・紙パック
本（雑誌・文庫本等）、包装紙、紙袋、ＯＡ用紙、ハガキ・封筒、菓子箱、
ティッシュ箱、紙パックなど

粗大ごみ

資源ごみ

家庭系：40円/10㎏、10㎏超ごと：40円/10㎏
事業系：80円/10㎏、10㎏超ごと：80円/10㎏

月2回

指定ごみ袋

ステーション
方式

ステーション
方式

可燃ごみ

不燃ごみ

不
燃
ご
み

粗大ごみ

資
源
ご
み

持ち込みごみ

分別区分

可燃ごみ

委託

委託

月2回
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添付資料３ 現有施設の概要 

 

施 設 名 佐々クリーンセンター 

施設所管 佐々町（平成２１年度までは佐世保広域圏北部塵芥

処理一部事務組合） 

所 在 地 佐々町小浦免１１６３－２０ 

焼却処理施設 建設年度 着工：平成５年７月、竣工：平成８年３月 

処理方式 機械化バッチ燃焼方式（ストーカ式） 

処理能力 １８ｔ／８ｈ×２炉（３６ｔ／日） 

灰溶融炉 設置年度（改造） 平成１５年１２月・平成１６年４月 

処理方式 焼却炉直結溶融方式 

処理能力 １．０８ｔ／８ｈ×２炉 

前処理施設 建設年度 着工：平成５年７月、竣工：平成８年３月 

処理方式 破砕・選別・圧縮 

処理能力 ８ｔ／５ｈ 

資源物ストック

ヤード 

建設年度 平成１２年度 

処理方式 選別・圧縮・梱包 

処理能力 ３００kg／ｈ（プラスチック減容機） 

貯留容量 ３０９m3 
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様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 13,951人 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和7年度

1,854 1,762 1,799 1,967 1,840 1,914 1,872

2.71 2.53 2.64 2.96 2.77 2.90 2.99

3,162 3,121 3,147 3,082 3,099 3,095 3,017

231.20 227.53 228.16 223.80 223.90 221.83 215.79

5,016 4,883 4,946 5,049 4,939 5,009 4,899

0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%）

1,057（21.0%） 891（18.2%） 825（16.7%） 824（16.3%） 798（18.2%） 831（16.6%） 847（17.3%）

- - - - - - -

3,896（77.6%） 3,930（80.4%） 4,062（82.2%） 4,160（82.3%） 4,104（83.1%） 4,107（83.5%）

最終処分量 63（1.3%） 63（1.3%） 58（1.2%） 66（1.3%） 38（0.8%） 70（1.4%） 68（1.4%）

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

佐々町 32.26ｋ㎡

佐々町 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：○○年○○月○○日設立、認可予定
設立されていない場合、今後の見通し：無し

埋立最終処分量（トン）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設 佐々クリーンセンター 佐々町 バッチ式焼却炉 36ｔ/日 H8.3

灰溶融炉 佐々クリーンセンター 佐々町 ストーカ直結型 2.16ｔ/日 H16.4 R5.3 廃止 R5.3 撤去予定

前処理施設 佐々クリーンセンター 佐々町
破砕・選別・圧

縮
8ｔ/5h H8.3

ストックヤード 佐々クリーンセンター 佐々町 選別・圧縮・梱包 300㎏/h H13.3

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業

着手（予定）年月

完了（予定）年月

想定される浸水深と対策
プラスチック再商

品化を実施するた

めの施設整備事業

備考

ごみ焼却施設 佐々クリーンセンター 佐々町 バッチ式焼却炉 36ｔ/日 R7.3
施設の延命化及び

CO2排出量削減のた
めの基幹的設備改良

－ 浸水想定なし －

前処理施設 佐々クリーンセンター 佐々町
破砕・選別・圧

縮
8ｔ/5h R7.3

施設の延命化及び
CO2排出量削減のた
めの基幹的設備改良

－ 浸水想定なし －

想定される浸水深と対策 備考

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし
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様式 1 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 1（令和元年度 

 

 

目 標

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和7年度

総人口 13,719 13,792 13,773 13,843 13,951 集計中 14,050

公共下水道
9,951
73%

10,196
74%

10,348
75%

10,604
77%

10,874
78%

集計中
11,922

85%

集落排水施設等
180
1%

184
1%

183
1%

175
1%

171
1%

集計中
0
0%

合併処理浄化槽等
896
7%

881
6%

850
6%

846
6%

821
6%

集計中
771
5%

未処理人口
2,692
20%

2,531
18%

2392
17%

2,218
16%

2,085
15%

集計中
1,357
10%

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

佐々町 256 683 H9.4 50 250 R7

過 去 の 状 況 ・ 現 状

指標・単位

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

浄化槽設置整備事業

現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

汚水衛生未処理人口

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

事 業 主 体施 設 種 別 備 考

４　生活排水処理の現状と目標

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率
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添付資料４ 主な指標のトレンドグラフ 

（１）一般廃棄物等の処理の目標 

 

図１ 人口の推移 

 

図２ ごみ排出量の推移（その１） 

 

図３ ごみ排出量の推移（その２） 
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図４ ごみ排出量の推移（その 3） 

 

図５ ごみ排出量の推移（その４） 

 

図６ 総資源化量と資源化率の推移 
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図７ 中間処理による減量化量の推移 

 

図８ 最終処分量の推移  
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（２）生活排水の処理の目標 

 

図 9 生活排水処理形態別人口の推移 

 

図 10 し尿・浄化槽汚泥量の推移 
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様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0

0 0

3,212,000 0 0 43,340 1,597,156 1,571,504 2,865,082 0 0 38,890 1,417,374 1,408,818

0 0

0 0

0 0

1 佐々町 36 ｔ/日 R4 R6 3,212,000 43,340 1,597,156 1,571,504 2,865,082 38,890 1,417,374 1,408,818

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

32,175 6,435 6,435 6,435 6,435 6,435 18,650 3,730 3,730 3,730 3,730 3,730

2 佐々町 50 基 R2 R6 32,175 6,435 6,435 6,435 6,435 6,435 18,650 3,730 3,730 3,730 3,730 3,730

0 0

31 佐々町 R2 R2 7,920 7,920 0 0 0 0 7,920 7,920 0 0 0 0

32 佐々町 Ｒ3 Ｒ3 14,850 0 14,850 0 0 0 14,850 0 14,850 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,266,945 14,355 21,285 49,775 1,603,591 1,577,939 2,906,502 11,650 18,580 42,620 1,421,104 1,412,548

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。
※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。
※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※５ 事業が地域計画を跨ぐ場合は備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※６ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を記載すること。

合　　　　　計

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

浄化槽整備効率化事業

○廃棄物処理施設のおける長寿命化総
合計画支援事業

○施設整備に関する計画支援事業

○災害廃棄物処理計画策定支援事業

最終処分場整備事業

最終処分場再生事業

○し尿処理に関する事業

汚泥再生処理センター整備事業

コミュニティ・プラント整備事業

○浄化槽に関する事業

○有機性廃棄物リサイクル推進に関する
事業

ごみ飼料化施設整備事業

ごみたい肥化施設整備事業

○廃棄物運搬中継に関する事業

サテライトセンター整備事業

○最終処分に関する事業

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業

メタンガス化施設整備事業

ごみ燃料化施設整備事業

その他の施設整備事業等（施設名記載）

○マテリアルリサイクル推進等に関する
事業

リサイクルセンター整備事業

ストックヤード整備事業

容器包装リサイクル推進施設整備事
業

灰溶融施設整備事業

その他の施設整備事業等（施設名記
載）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考
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参考資料様式２ 施設概要（エネルギー回収施設系） 

  【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

 都道府県名 長崎県 

 

(1) 事業主体名    佐々町 

(2) 施設名称 佐々クリーンセンター 

(3) 工期 令和 4 年度 ～ 令和 6 年度 

(4) 施設規模 処理能力  36ｔ／日（18ｔ／日×2 炉） 

(5) 形式及び処理方式 機械化バッチ燃焼式、ストーカ式 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無      有（発電効率  ％） ・ ○無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  ％） ・ ○無 

(7) 地域計画内の役割 

  ※1 

町内における唯一の一般廃棄物（可燃ごみ）処理施設 

（CO2 削減率 3％以上） 

(8) 廃焼却施設解体 

  工事の有無 
  有   ○無 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

熱利用率 

 

(11) バイオガスの利用 

    計画 
 

 

 (12) 総事業計画額 ※2 
3,212,000 千円(全体：3,212,000 千円)うち、交付対象事業費 

2,865,082千円(全体： 2,865,082千円) 

 

※1  基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化

炭素排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した

電力を地域でどう利活用するかについても記載すること。 

※2  事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を

括弧書きすること。 
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参考資料様式６ 施設概要（浄化槽系） 

【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 長崎県 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 

（125 人分） 
基準額合計 総事業費 

交付対象 
事業費 

5 人槽 25 基（   50 人分） 8,300 千円 13,575 千円 8,300 千円 

6～ 7 人槽 25 基（   75 人分） 10,350 千円 18,600 千円 10,350 千円 

8～10 人槽  基（     人分）    

11～20 人槽 基（     人分）    

21～30 人槽 基（     人分）    

31～50 人槽 基（     人分）    

51 人槽以上 基（     人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

改築費（災 
害） 

基    

改築費（長寿
命化） 

基    

 台帳作成費    

浄化槽整備 
効率化事業費 

計画策定等調査費    

 効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 

50 基（  125 人分） 

※基数の合計には、宅内配管費、

撤 去 費 、 改 築 費 を 除 く 。 

18,650 千円 32,175 千円 18,650 千円 

(1) 事業主体名 佐々町 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

 町内全域の水洗化を目標に、公共下水道区域を除く全地域におい

て浄化槽を整備し、生活環境の改善と公共水域の水質汚濁防止を目

的とする。 
(4） 事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）

※生活排水処理基本計画をもっ
て地域計画に代える場合に括弧
書きで記載。 

  令和２年度 ～ 令和６年度 
 

 （令和２年度 ～ 令和６年度） 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費   18,650 千円 
うち 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 
                              18,650千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 

         0千円 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 長崎県 

 

(1) 事業主体名 佐々町 

(2) 事業目的 佐々クリーンセンター（ごみ処理施設）施設整備のため 

(3) 事業名称 

佐々クリーンセンター長

寿命化総合計画策定業

務 

佐々クリーンセンター基

幹的施設改良工事に伴

う発注支援業務 

 

(4) 事業期間 
令和 2 年度～ 

     令和 2 年度 

令和 3 年度～ 

     令和 3 年度 

 

(5) 事業概要 長寿命化総合計画策定 発注仕様書作成  

 

(6) 総事業計画額 

7,920千円(全体：7,92

0千円)うち、交付対象

事業費 7,920千円(全

体： 7,920千円) 

14,850千円(全体：14,

850千円)うち、交付対

象事業費 14,850千円

(全体 14,850千円) 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を

括弧書きすること。 

 

 


